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１．目的 

東北大学は、開学以来の「研究第一主義」の伝統、「門戸開放」の理念及び「実学尊重」の精

神を踏まえ、人材の養成に関する目的及びその他の教育研究上の目的の実現に向けて、本学にお

ける恒常的・継続的な教育研究活動等（学校教育法第１０９条第１項に定める教育研究等の活動

をいい、施設及び設備に関する事項を含む。以下同じ。）の質及び学生の学習成果の水準の維持・

向上及び学部・研究科の改革（以下「教育研究活動等の質保証」という。）を推進するため、そ

の基本単位、責任体制及び対象と方法（以下「内部質保証体制」という。）について定めること

とする。 
２．基本単位 

この基本方針に基づき、本学における教育研究活動等の質保証を行う基本単位は、原則として、

全学教育実施組織、教職課程実施組織、学部、研究科（教育研究上の基本組織）及び高等大学院

機構（以下、「部局等」という。）とし、別に定める組織とする。 
３．責任体制 

（１） 本学における教育研究活動等の質保証に関する責任者は総長とする。 
（２） 全学レベルで教育研究活動等の質保証を統括する組織として、教育改革推進会議の下に

「教育の質保証検証部会」を置き、総長が指名する理事又は副学長がその運営を行う。 
（３） 中長期にわたる学部・研究科の改革方針の検討並びに学部及び研究科に対する教育改革

推進の要請内容の検討を行う組織として「学部・研究科の改革推進部会」を置き、総長が指名

する理事又は副学長がその運営を行う。 
（４） 部局等における教育研究活動等の質保証に関する責任者は各部局等の長とし、必要に応

じて、質保証の単位ごとに別に定める責任者と実施組織を置くことができる。 
（５） 全学レベルで実施する事項の質保証を推進する組織は、次の組織とする。 

事項 対応する組織 
全学教育 学務審議会 
教職課程 学務審議会 
入試 入学試験審議会 
学生支援 学生生活支援審議会 
（６） 全学及び部局等における教育研究活動等の質保証に係るデータの収集・分析は、各基本

単位が、高度教養教育・学生支援機構教育評価分析センターと連携して行う。 
４．対象と方法 

（１） 教育研究活動等の質保証プロセス 
① 教育研究活動等の質保証は、人材の養成に関する目的、その他の教育研究上の目的、三つの



ポリシー（学位授与方針、教育課程方針、学生受入方針）に基づき、教育研究活動の「実施状

況とその成果」と、それに関する自己点検・評価及び改善活動を対象とする。 
② 各基本単位は、上記の観点から一定期間ごとに自己点検・評価を行うとともに、循環的な体

制を構築して改善につなげる。 
③ 各基本単位は、教育研究活動等の質保証に係る体制と自己点検・評価の結果に関して、一定

期間ごとに教育の質保証検証部会に報告書を提出する。 
④ 教育の質保証検証部会は、各基本単位から提出された報告書を精査し、必要に応じて助言・

支援を行う。また、改善・向上が必要な事項については、各基本単位に対し、改善・向上の取

組を要請し、次年度の報告書で取組結果の報告を求める。 
⑤ 教育の質保証検証部会は、各基本単位から提出された報告書の精査結果を、教育改革推進会

議を通じ、教育研究評議会へ報告する。 
（２） 教育研究活動等の改善・向上プロセス 

内部質保証体制において共有、確認された事項を踏まえ、教育研究活動等の改善・向上を進

めるため、それぞれ、次の組織において対応を検討、立案、実施する。その結果は、教育改革

推進会議を通じ、教育研究評議会へ報告する。 
対応すべき事項 対応する組織 

設置計画履行状況等調査に

おいて付される意見等、監

事及び会計監査人からの意

見、外部者による意見並び

に当該自己点検・評価をも

とに受審した第三者評価の

結果 

全学レベルにおける教育研究活

動等の質保証に関する事項 
教育改革推進会議 

全学教育の質保証に関する事項 学務審議会 
入試の質保証に関する事項 入学試験審議会 
学生支援の質保証に関する事項 学生生活支援審議会 
学部・研究科・高等大学院機構に

おける教育研究活動等の質保証

に関する事項 

各学部・研究科教授会 
高等大学院機構運営委員会 

教職課程の質保証に関する事項 学務審議会 
その他の事項 該当する本部事務機構各部又は

各学部・研究科教授会 
（３） その他、必要な事項は、別に定める。 

附 則（令和３年６月１５日改正） 
この基本方針は、令和３年６月１５日から施行する。 

附 則（令和５年４月１８日改正） 
この基本方針は、令和５年４月１８日から施行する。 

 


